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Ⅲ－2－1. 米国テクノロジー産業にみるプラットフォーム構築力 

１．米国テクノロジー産業におけるプラットフォームの進化と代表プラットフォーマー企業 

現在、米国企業のテクノロジー分野での代表的なプラットフォーマーとして、

Googleや Amazon.com、あるいは Facebook といった企業が急速にプレゼンス

を高めている。デジタル化の進展、クラウド化の進展等により、付加価値がハ

ードからソフトやサービスにシフトするのに合わせるように、インターネットを活

用したプラットフォーマーが存在感を増している。インターネット上でのサービ

ス提供は、参入障壁が低く、変化も速いことから、1990 年代から 2000 年代に

創業した比較的業歴の浅い企業が、巧みなビジネスモデルを展開することで

急速に存在感を増し、プラットフォーマーとしてのポジションを獲得している。

Faceboook は、2004 年創業ながら、2013 年 12 月期の売上高は 79 億ドル

（8,102億円＜2014月 3月末 TTM102.9円で換算＞）、時価総額は 2014年 3

月末時点で 1,544億ドル（16兆円、同左レート）にも達している。 

一方、その礎を築いたのは、Appleや Intel-Microsoftといった、1900年代後半

に創業され、PC の普及期以後に急速に存在感を増した企業と言えよう。

Apple は現時点でも時価総額世界一のテクノロジープレーヤーであり、

Intel-MicrosoftはPC普及期に市場を席巻し、現在でも時価総額 13兆円及び

34 兆円とプレゼンスを維持している。これらのプレーヤーは、ハードとソフトを

インターネット上

でのサービス提

供者がプラットフ

ォーマーとしての

プレゼンスを高め

ている 

【要約】 

 米国企業のテクノロジー分野でのプラットフォーマーとして、現在、インターネット上での

サービス提供者が急激にプレゼンスを高めている。一方、その礎を築いた企業として、ソ

フトウエアとハードウエアの融合によるプラットフォームや、ハードウエアを中心としたプラ

ットフォームを構築し、プレゼンスを維持してきたプラットフォーマーも存在する。プラット

フォーマーの形態は、時代の変遷とともに移り変わってきているが、プラットフォーマーと

してのポジションを長く維持している企業は、トレンド変化に合わせてビジネスモデルを

巧みに変化させることでそのポジションを維持し続けている。

 米国プラットフォーマーがいかにしてプラットフォームを築いてきたかを整理すると、初期

段階の（A）「着眼・構築」、プラットフォームの（B）「育成」、プラットフォームを維持するた

めの（C）「防御」、そして時代の変遷に従い次なるプラットフォーム構築に向けた転換を

行う（D）「修正」の各プロセスにおいて、特徴的な戦略が見てとれる。

 日系テクノロジー事業者が新たなプラットフォームを構築する場合、上記の（A）～（D）の

ステップを参考にして新たなプラットフォームを構築していくことになろう。

 一方で、日系テクノロジー事業者が既存のプラットフォームを前提としたビジネスモデル

を構築する場合、これをコピーしてビジネスモデルを組み立てる（Copycat 戦略）が考え

られる。また、既存のメガプラットフォーマーの参加者として従っていく戦略（Top

Follower戦略）が有効であろう。

ハードとソフトを

上手く融合させた

プレーヤーもプラ

ットフォーマーとし

て存在 
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融合しながらビジネスを展開し、またサプライチェーンの中で巧みに周辺企業

を巻き込むことで、プラットフォーマーとしての地位を確立してきた。 

更に遡ると、その源流に位置するのは1911年創業の IBM と言えよう。IBMは

メインフレームでの成功以降、幾度もの技術の変遷に適合しながら、プラットフ

ォーマーとしてのポジションを維持し続けている。同様に、1878 年創業の GE

や 1885年創業の Johnson Controls といった老舗企業も本節ではプラットフォ

ーマーの事例として取り上げる。これらのプレーヤーは、古くはハード中心の

ビジネスモデルであったが、時代の趨勢とともに変化を続け、現在でもプラット

フォーマーとしての地位を維持し続けている（【図表 1】）。 

プラットフォーマーの主たる事業領域は時代とともに変遷しているものの、本

節では、各企業がどのようなビジネスを展開し、なぜプラットフォーマーとして

のポジションを確保できているのかを明らかにすることを目的に、代表的なプ

ラットフォーマーの市場におけるポジション、事業領域、収益モデルを中心に

各社のビジネスモデルを分析していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （出所）各社ホームページ等公開資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

Facebook は、ハーバード大学工学部に在籍していたマーク・ザッカーバーグ

が 2004 年に設立した、世界最大規模のソーシャルネットワーキングサービス

（以下、SNS）を提供する事業者である。現在、日次で 7.6 億人、月次で 12.3

億人が利用している。当社はコーポレートミッションを、「共有する力を人々に

与え、世界をよりオープンで繋がったものにすること」と規定している。 

Facebookが創業された当時の 1990年代後半から 2000 年代の前半には、当

社に先行する多くの SNS 事業者が存在していた。しかし、1997 年に開始され

た初めての SNS「sixdegrees.com」は、インターネット接続がダイアルアップ中

心であった当時、サービスが普及するに至らなかった。通信インフラの発展が

不十分な段階において時代を先読みし過ぎた事例と言える。2002 年にサー

ビスを開始したFriendsterはユーザーの増加にインフラ投資が追い付かず、サ

【図表１】 代表的なプラットフォーマーの変遷 
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ービス提供のクオリティが低下しユーザーの離反を招いた。2003 年にローン

チした Myspace は音楽色が強く、使い勝手が優れていなかったことからユー

ザーが Facebookに流出して没落した。最終的に学生コミュニティを中心として

サービス立ち上げを行った Facebookが激戦を勝ち抜いた。 

Facebook の事業領域については、Google と同様に、サービスに特化しており、

ハードの開発・製造は行っていない。これまでのところ、この原則は完全に徹

底されており、この点、例外的にハード分野まで踏み込むことのある Google と

の違いとなっている。収益化の点でも Google に似通っており、ネット広告とコ

ンテンツの配信プラットフォームの提供が当社のビジネスモデルとなっている

（【図表 2】）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

当社の主な収益モデルであるネット広告については、Facebook の場合、ユー

ザー同士がお互いを認識できるように、個人の特定が可能な情報を登録する

ことになっており、これらの情報を基にして属性を絞った広告が打てるようにな

っている。また、Facebook は、SNS 提供の見返りとして、実社会におけるユー

ザーとユーザーの繋がり（リアルグラフ）の収集を行っており、当該リアルグラフ

に基づくネット広告を提供できるのが強みとなっている。例えば、【図表 3】にあ

るように、あるユーザーA がニュースフィード内に表示された広告に対して、

「いいね!」ボタンをクリックした場合、繋がっているユーザーB、C、D にも通知

される仕組みとなっており、共通の趣味や嗜好をもった友人に効果的に広告

が伝播される。この点でも広告効果が高いとされる。 
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【図表２】 Facebook の事業領域 
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 （出所）みずほ銀行産業調査部作成 

また、デジタルコンテンツの配信では Appleや Google と同じくゲームなどのア

プリの売上の 30％を Facebook が場（プラットフォーム）の提供者として徴する

モデルとなっている。当該配信分野からの売上は全体の売上のうち、約 1 割

強を占めている。 

Facebookは自社サービスと競合するサービス提供者の動きに目を光らせてお

り、将来における競合懸念から写真共有に特徴のある SNS である Instagram

を 10 億ドルで 2012 年に買収し、プラットフォーマーとしての自社の地位が脅

かされないようにしている。また、同様に 2014 年には次の世代のプラットフォ

ーマーとして台頭してきたメッセージングサービス事業者である WhatsApp を

190億ドルで買収している。更に同年、仮想現実を体験できるヘッドマウントデ

ィスプレイ「Oculus Rift」を開発している事業者である Oculus VRを 20億ドル

で買収し、現在注目されている仮想現実テクノロジー分野にも布石を打って

いる。 

Facebook のプラットフォーマーとしての強さの源は、インターネットが立ち上が

った適切な時期に、当初学生のコミュニティに着目し、コアなユーザーを捉え

たことにあろう。新たなカテゴリーのネットサービスを成功させるには、初期段

階におけるサービスの立ち上げが重要であるが、社交活動が活発で好奇心

の旺盛な学生をターゲットとし、ネットワーク効果によりサービスを急速に立ち

上げたのは成功の大きな要素の一つと言える。加えて、ユーザーインターフェ

ース（使い勝手）の改良を絶えず行い、ユーザーのニーズに応えることによっ

て他社プラットフォームへのユーザー流出を防ぎ他社の追随を許さなかったこ

とが、今日の SNS 分野におけるプラットフォーマーとしての地位をもたらしたと

言えよう。ただし、ネットサービスについては、GoogleやFacebookがそうであっ

たようにアイディア次第で設備産業に比べて少額の資本で次の時代のサービ

スを創出することも可能であり、Facebook といえどもその先行きについては予

断を許さないが、WhatsAppの買収に見られるように次世代のトレンドに対する

防衛的な打ち手も行われており、当面はプラットフォーマーとしての地位はゆ

るぎないものと思われる。 

【図表３】 Facebook の広告システム 
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Googleは 1998年にスタンフォード大学に在学中であったラリー・ペイジとセル

ゲイ・ブリンの両氏が設立したインターネット企業である。同社は、2013 年 12

月期における売上高 598 億ドル（6 兆円＜2014 年 3 月末 TTM102.9 円で換

算＞）に対して純利益 122億ドル（1兆円、同左レート）の高収益を計上してお

り、2014年 3月末時点の時価総額は 3,752億ドル（39兆円、同左レート）を誇

る世界最大のインターネット企業となっている。 

当社のコーポレートミッションは、「世界中の情報を整理し、世界中の人々がア

クセスできて使えるようにすること」であり、後述するように壮大でありながら、一

定の方向感を持った内容となっている。 

Google の強さの源は、同社が開発した「PageRank」に基づく検索エンジンで

ある。PageRank はウェブページの重要性をウェブページのリンク構造に着目

して決定するものである。検索エンジンの勃興期である 90 年代の半ばには、

Google の検索エンジンの競合として、Digital Equipment Corporation（DEC）

のウエスタン研究所で開発された「アルタビスタ」を始めとして、多数の検索エ

ンジンが存在していた。しかし、アルタビスタは Google のようにリンク構造に着

目するのではなく、旧来型の「情報検索アルゴリズム」に基づいていたため、

検索結果の質が Google の検索エンジンに比べて劣後していた。その結果、

Googleの検索エンジンは技術の優位性からアルタビスタ等の競合を駆逐する

に至った。 

Google は、当初、検索エンジンのライセンス販売により収益を得ることを想定

していたが、2000 年に検索連動型広告である「アドワーズ」を開発し、Google

の収益基盤を現在も支える広告収入モデルを構築した。「アドワーズ」は、検

索クエリーに関連した広告を表示するものであり、広告効果が高いとされる。さ

らに、媒体向けにはコンテンツ連動型広告である「アドセンス」を提供している。

これは、Google のシステムが自動的にブログなどのウェブサイトに書かれてい

る内容を解析し、そのウェブサイトに関連性の高い広告を Google が配信する

ものである。 

このように収益化できる事業モデルを構築する傍ら、Google は自社のコーポ

レートミッションに基づき、「世の中の情報を整理」すべく、情報の獲得手段を

拡大していった。2003 年にはブログサービス「Blogger」を提供する Pyra Labs

社を買収している。2004年には、社内開発されたEmailサービス（Gmail）を無

償提供し、ユーザーのメールによるコミュニケーションに関する情報を収集し

ている。2006 年には、動画コンテンツやその視聴履歴を押さえる観点から、

Youtubeを買収している。更に、近年においては 2014年にホーム関連の情報

を収集すべく、スマートなエアコン温度調整器（サーモスタット）や火災報知機

を開発・製造する Nest Labs社を買収している。 

広告に続く収益モデルの第二弾としては、2008 年に、Apple 社の後追い戦略

とも言えるコンテンツ配信プラットフォーム事業も「Google Play」の名称で展開

している（【図表 4】）。 
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（出所）当社ホームページ等公開情報よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

【図表 5】にあるように、当社は基本的にはサービスを提供するに留まり、ハー

ドは原則として開発製造を行わない。但し、①自社のサービスを普及させるた

めや②ハードも併せ持っている事業を展開する競合他社（eg. Apple）への対

抗の観点から、例外的にハード分野に踏み込むことがある。①については

HTCや Samsungなどと連携してNexus端末を開発した例が挙げられる。2011

年に Google が Motorola Mobility を買収し、その後 2014年、知財や新規事

業開発部門を残して Lenovo への売却を発表した案件は②の例である。自社

のサービスを拡充すべく、プラットフォーマーとしてパートナーである携帯端末

ベンダーに対し開発負担の大きな携帯端末向け OS「Android」を無償提供し、

自社を中心としたプラットフォームを構築することに注力している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

将来の事業展開の面では、コーポレートミッションで規定された方向性をベー

スとし、時代の流れを先読みし、自社内で先進的なプロジェクトを推進する

【図表５】 Google の事業領域 

【図表４】 Google の収益モデルの変遷 
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端末
（Nexus）

端末メーカー

 基本的にハードは提供せず、OSを無償でオープンに提供し、情報の獲得に専念

 広告とコンテンツ配信で収益化

支配者 参加者
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「Google X」という秘密のプロジェクト推進組織が存在しているとされ、自動運

転や気球を活用してインターネットを新興国に普及させるような取組を行って

いる。 

以上纏めると、上述の通り Google のプラットフォーマーとしての強さの源は創

業時に開発した秀逸な検索アルゴリズムにある。そして、そのアルゴリズムを

ベースとした検索サービス自体をマネタイズの対象とするのではなく、無償で

消費者に提供することにより個人情報を収集することに成功。その後、ネット

広告モデルによる収益基盤を確立し強固な財務基盤を築いた。その一方で、

「世の中の全ての情報を整理」すべく、M&A や自社開発を積極的に進めて

個人情報の獲得手段を拡大し、プラットフォーマーとしての地位を更に強固な

ものとし、他社の追随を許さない状況を作り出している。 

 

Amazon.com は、米国においてジェフリー・プレストン・ベゾスにより設立された

EC（電子商取引）事業者である。米国におけるインターネット黎明期にあたる

1995 年に創業、最初に取り扱いを始めた「書籍」から徐々に取り扱い品目を

拡大していった。また英国（1998 年）、ドイツ（1998 年）、日本（2000 年）など海

外展開を積極的に推し進め、2013年度の連結売上高は 745億ドル（7.7兆円

＜2014年 3月末 TTM102.9円で換算＞）、純利益 2億 7,400 万ドル（282億

円、同左レート）と、EC事業者としては世界最大規模を誇る事業者である。 

一般的にインターネット上でサービスを行う事業者は、新規参入が容易である

ことや、サービスのトレンド変化が速いことから栄枯盛衰が激しいが、当社は

1995 年の創業、そして 1997 年の NASDAQ 上場以降、ほぼ一貫して業界を

代表するプラットフォーマーとしての地位を守り続けている。以下では当社の

プラットフォーマーとしての強みを 2つの側面から分析する。 

① ネット分野における戦略 

過去の購買履歴等からユーザーの嗜好を分析し、そのユーザーが関心を抱

きそうな情報（商品）を選択的に表示する「レコメンデーション」機能や、ユーザ

ーが商品に関する情報や意見、感想などを自由に投稿でき、他のユーザー

が商品を購入する際に参照する「カスタマーレビュー」など、当社が先駆的に

導入し、かつ技術的に先行していると言われるプラットフォーム上の機能は多

い。 

当社の強みは、薄利多売による低価格戦略やロングテール戦略など小売事

業者としての強みが挙げられることが多いが、カスタマーレビューのようにイン

ターネットならではの特性を活かした機能に磨きをかけることで「利用者が増

えれば増えるほど、より利便性が増す」いわゆるネットワーク外部性を生じさせ、

独り勝ちの状況を作り出している点も大きな強みであると考えられる。従って、

例えばリアルの店舗を持ち、マーチャンダイジングに強みを持つ小売事業者

が新たにインターネットの世界で当社に対抗するプラットフォームを構築しよう

と考えたとしても、もはや当社に匹敵するだけの利便性を利用者に対して提

供することが難しく、ネットワーク外部性そのものが当社のプラットフォームを守

る障壁として機能していると考えられる。 

③Amazon.com 

 

世界最大の EC

事業者 

秀逸な検索アル

ゴ リ ズ ム を 開 発

し、ネット広告に

て収益化。買収・

自社開発により

多様な情報を収

集し、他の追随を

許さず 

ネットワーク外部

性が参入障壁と

して機能 



 

 
Ⅲ. 米国のプラットフォーム構築力 

 

みずほ銀行 産業調査部 

153 

②リアル分野における戦略 

当社は EC 事業者でありながら、全米及び全世界に巨大な物流網を構築して

おり、この自前の物流網に裏打ちされたスピーディーな配送が顧客の高い満

足度に繋がっている。勿論、斯かる巨大な物流網の構築に至るまでには、当

社自身も投資負担の重さに苦しむ時期が続いたが、多くのインターネット事業

者がアセットライトを志向する中、当社の物流網は今やネット事業者にとって

大きな障壁として機能しており、仮にネット上でアマゾンに匹敵する集客力を

持つ事業者であっても、物流まで含めて当社と同レベルのサービスを提供す

ることは容易ではないだろう。 

これまで述べてきたように、当社の EC 事業におけるプラットフォーマーとして

の地位を支えているのは、インターネットの特性を駆使したネットの世界にお

ける差別化と、巨額の設備投資を前提とする物流網を保有することによるリア

ルの世界における差別化の 2 つの柱を兼ね備えていることに由来するものと

考えられる。競合する EC 事業者に対してはリアル（物流網）が、リアルの小売

事業者に対してはネット（ネットワーク外部性）が、それぞれ当社のプラットフォ

ームを守る障壁として機能し、競合他社の追随を許さない地位を築くに至って

いると言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

Intel は 1968 年にカリフォルニア州マウンテンビューで設立された半導体メー

カーである。社名は集積されたエレクトロニクス（Integrated Electronics）を意味

し、大規模集積回路によるメモリ製品の設計・製造に取り組み、世界で初めて

半導体の事業化で成功を収めた企業である。2013 年 12 月期には連結売上

高 527億ドル（5.4兆円＜2014年 3月末 TTM102.9円で換算＞）、純利益 96

億ドル（9,901 億ドル、同左レート）まで事業を拡大させており、長きに亘り世界

半導体メーカートップの地位に君臨し続けている。現在の当社主力事業は

1970年代から取り組んだ PC向けプロセッサであり、世界シェアは約 90％を誇

る。年間 3億台以上が販売されるPCのほぼ全てに当社のプロセッサが搭載さ

れており、PC業界の圧倒的なプラットフォームとなっている。 

Intel の創業者は、シリコンバレーに拠点を置くハイテク企業のフェアチャイル

ドセミコンダクターで金属酸化膜半導体の研究を行っていたゴードン・ムーア、

ロバート・ノイス、アンドリュー・グローヴなどである。彼らは数十万個の電子部

【図表６】 Amazon.com のプラットフォーム戦略の概観 

④Intel 

PC 向けプロセッ

サが主力の世界

最大の半導体メ

ーカー 

Amazonの事業モデル

ネット分野の戦略 リアル分野の戦略

両戦略を盾にプラット

フォーマーとしての地
位堅持

リアル
小売企業

競合EC企業

自社のオンラインプラッ
トフォームへの誘導には
多額の追加コストが発
生

ネットの戦略がリアルに
及ぼす影響を常に考慮
せねばならない

当社と同水準（価格・

サービス品質）のサービ
スを提供するためには、

多額の物流コストが発
生

採算確保するためには
当社と同水準の取扱高

が必要

【オンラインＰＦの差別化】

 アマゾン・アソシエイト・プログ
ラム

 レコメンデーショ ン

 ワンクリック技術

 カスタマーレビュー

低価格 豊富な品揃え×

ＥＣ市場における高いシェア

スピーディーな納品

【物流網整備への注力】

 全米、全世界に巨大なフル
フィルメント・センター

（Amazon自身も当初は投資負

担が重く、赤字の要因に）

 ﾌﾘｰﾛｹｰｼｮﾝ（商品の種類と
保管場所を関連付け無い）

障壁 障壁

創業から急速に事業
拡大、市場シェア確保

Amazon.com

全世界に構築し

た物流網が他社

の参入障壁に 

ネットとリアルの

両方で差別化戦

略を確立 
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品で構成される重量30トン以上のコンピュータを修理しながら使う時代はいず

れ終焉を迎え、壊れた電子部品を使い捨てにする時代が到来することを予見

し、自然界に無限に存在するシリコンを材料に用いることで、低価格での生産

が行える半導体に大きな将来性を感じていた。 

Intelのビジネスモデルの強さは、①PCにおけるプロセッサの重要性にいち早

く気付き、自社経営資源をプロセッサに集中したこと、②開発と設備に多額の

投資を行うことで自社優位性を築き、優位性がある間に次の投資を行うことで

他社の追随を許さないビジネスモデルを構築したこと、③自社技術だけでなく、

サプライチェーン全体への投資・支援を行って、PC マーケット全体の成長を

実現させたことの三点が挙げられる。 

PC には、情報を記憶させることに用いるメモリ等の半導体だけでなく、表示を

行うディスプレイ、その他部品同士を接続するコネクタ等、数多くの電子部品

が搭載されている。その中でも、PC が大量の情報を取り扱う必要があることか

ら、情報の演算、加工、変換の機能を担うプロセッサは製品全体の性能を大

きく左右する部品である。プロセッサの製造については、性能を高める設計力

と高集積化して小型なチップに機能を埋め込む設備能力が求められるため、

競争力の源泉は研究開発と設備に対する投資の大きさに依るところが大き

い。 

Intel がプロセッサの重要性に気付き、多額の投資を循環させることで競争力

を高めるビジネスモデルを築けた背景として、当社がプロセッサを事業化でき

る市場を探していたこと、メモリ事業での投資回収の難しさを経験していたこと

が挙げられる。 

Intel のプロセッサ事業は、1970 年代にビジコン社から電卓用プロセッサを受

託開発したことが始まりである。プロセッサの製造については、設備面だけで

なく、論理設計や検証プロセス等で多くの人手と作業が必要となる複雑なもの

であったことから、技術的に差別化を実現できる事業である一方、投資回収を

行えるだけの大きなアプリケーションが無い状況にあった。一方、創業時代か

らの主力事業であるメモリについては、PC というアプリケーションが拡大しつ

つある環境ながら、事業面については、当社が他社に先行して多額の資金を

投じても、ノウハウが設備に転嫁されてしまい、技術の優位性はすぐに他社に

追い付かれてしまう状況で、投資収益を次の投資に充てるビジネスが成り立

たなくなっていた。このような環境と経験から、成長が期待できる PC において、

技術優位性を比較的保持することができるプロセッサに経営資源を集中させ

る戦略を選択したのである。 

Intel は、多額の投資原資を得るために、プロセッサが利用されるマーケット自

体を拡大していくことが必要になることから、PC マーケットの参加者の育成に

積極的に取り組んだ。例えば、1990 年代になると、プロセッサの高機能化が

進む中、PC メーカーは開発費負担の増加に付いていけずに、最終製品であ

る PCの機能向上に繋がらない状況に陥っていた。かかる状況下、当社は PC

メーカーに対して開発支援ツールを提供するだけでなく、プロセッサの機能を

十分に発揮できるよう、他社買収まで行いチップセットの製造に乗り出して、マ

ーケット参加者を支援した。PC マーケット成長の阻害要因を Intel が解決する

ことで、PC のマーケットは急速に拡大することになり、その結果、当社の事業

プロセッサの競争

力の源泉は研究

開発と設備への

投資額に依るとこ

ろが大きい 

PC において技術

優位性を保持で

きるプロセッサに

経営資源を集中 

PC 参加企業との

関係構築により

PCマーケットを育
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規模は拡大し、更なる投資力を生み出し、技術の差別化に繋がっていくので

ある。 

Intelが PC産業におけるプラットフォーマーになることができたのは、以上の市

場参加者支援が、当社プロセッサに合わせることでこそ、開発費の抑制と高

性能な PC 提供に繋がるように行われたためであると言えるだろう。開発支援

ツールは Intel のプロセッサに合わせるためのものであり、提供されるチップセ

ットは Intel のプロセッサの性能を最大限活かすためのものであった。市場参

加者にとって、こうして Intelによって作り出された「プロセッサ村」での生活は、

快適でもある。プロセッサは高価であっても、開発費は抑えることができ、また、

他の市場参加者も Intel のプロセッサに合わせた規格を用いるので、摺り合わ

せも行いやすい。最終製品の性能も高まり、良く売れる。その結果、住み心地

を求めて多くの参加者が集まってくることとなった。 

このようなプラットフォームを構築することで、Intel のビジネスモデルは一層強

化されていくことになった。一般的にあらゆるビジネスで一社供給体制を作り

あげることは難しいと言われるが、当社はこのビジネスモデルから大きな投資

力を得ることで、一社供給でも十分と判断できるまでに生産能力を拡張し、戦

略的に余剰在庫を準備するまでの対応を行った。その結果、セットメーカーが

複数のプロセッサメーカーから調達を行う体制は崩壊し、セカンドソースとなっ

ていた AMD や NEC は急速にシェアを落とし、当社が圧倒的な地位を築くこ

とになったのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

Appleは 2013年 9月期の連結売上高 1,709億ドル（17.6兆円＜2014年 3月

末 TTM102.9 円で換算＞）、純利益 370 億 ドル（3.8 兆円、同左レート）、世

界一の時価総額（2014年 3月末時点で 4,625億ドル、（48兆円、同左レート））

を誇る電子機器メーカーである。大学中退後ゲーム機器メーカーの Atari で

技師をしていたスティーブ・ジョブス、Hewlett Packardに勤務していたスティー

ブ・ウォズニアック、Atari のエンジニアのロナルド・ウェインによって 1976 年に

カリフォルニア州にて設立された。 

⑤Apple 

世界一の時価総

額を誇る電子機

器メーカー 

【図表７】 Intel の事業領域 

プロセッサ

多くの事業者に参入を促し、PC関連の付加価値を収奪

周辺事業者と連携することで、高性能のPCを市場に提供

プロセッサを押さえることでPCの仕様を事実上規定

PCメーカー

部品メーカー

（マザーボード、DRAMなど）

EMS/ODM

OS

（Windows）

支配者 参加者凡例： 

生産能力の拡張

により一社供給

体制を確立 



 

 
Ⅲ. 米国のプラットフォーム構築力 

 

みずほ銀行 産業調査部 

156 

1976 年に手作りのコンピュータ、Apple I を出荷した後、1977 年には人気を 

博してパーソナル・コンピューターの先駆けとしての一端を担った Apple II を

発売、PC市場の黎明期を牽引した。 

しかし、1981 年に IBM が PC 市場に参入し、Intel-Microsoft と共に「IBM   

汎用機＋Windows」のシェアを急拡大させていくにつれ、他社へのOSの解放

を基本的に実施しなかった Apple は PC 市場で孤立してシェアを落とし、   

財務的にも徐々に窮していった。その後、創業者でありながら、経営方針の 

相違から 1985 年に会社から追放されていたスティーブ・ジョブスが状況の  

打開を期待されて 1997年に復帰すると、当社は業績を急速に立て直していく。

永年のライバルであった Microsoft からの出資を受けつつ提携関係を締結  

して短期的な資金繰りに目途をつけると、1998 年にはカラフル且つ洗練   

された外観が大きな話題を呼んだ「iMac」を発売、これがヒット商品となる。 

2001 年 1 月、当社は「PC をデジタルハブとした新しいデジタルライフスタイル

の提案」（「デジタルハブ構想」）を発表。様々なデジタル機器の中心に PC を

据え、当社が自らデジタルデータを手軽に扱えるソフトウエアの開発や提供を

するほか、使い勝手の良いデジタル機器をも開発していくというものである。こ

こから当社は単なるハードメーカーからソフト、コンテンツまでをも提供するモ

デルへと転換し、垂直統合型のプラットフォームを構築していく。 

以後、当社は 2001年 11月の初代 iPodを皮切りに iPodファミリー（mini、nano、

shuffle 等）を拡充しつつ、2007 年には iPhone、2010 年には iPad を市場に   

投入し、一方では iTunes(2001 年)、App Store(2008 年)、iBooks（2010 年）、

iCloud（2011 年）等のサービス・プラットフォームを構想通り立ち上げた。その

結果、2001 年度に 57 億ドルだった当社の売上は 2013 年度に 1,700 億ドル

へと約 30倍に成長することとなった。 

当社の最大の特徴は自らをハイエンドのブランドとして位置付け、これに   

沿った広告宣伝戦略や直営店網の展開を行いつつ、商品についてもハード・

ソフトの両面で「ユーザー体験の品質」に対する非常に強い拘りを持っている

点にある。 

ハードインターフェースについては徹底的な機能性と美しさを求めており、

Mac のシングルボタンマウス、iPod のクリック・ホイール、iPhone のマルチ   

タッチスクリーン等はこの追求の中から生まれた。ソフトについても、ユーザー

体験を自社が理想とする形態に維持するためにOSは他社に対して提供せず、

アプリについても App Store でのローンチ前に全て検閲している。加えて、ユ

ーザー体験の根幹を為す可能性のある重要アプリについてはビジネス用途 

（表計算・ワープロ・プレゼンテーション）、プライベート用途（写真・動画・音

楽）共に自社製品を投入する事でユーザーに対して一定レベル以上のサー

ビスを確実に提供できる体制を構築している。この徹底した品質への拘りが故

に Apple はユーザーを引き付けることができ、その人気こそが自らのエコシス

テム内における発言力の強さの礎となっている。 

当社のエコシステムは、商品品質の追求をしながらも自らが高利鞘を確保で

きる仕組みとなっている。ハードの製造については部材の選定への深い関与

や技術指導、設備投資の補助は行いつつもファウンドリーや EMSを活用する

事によってコストを抑制。アプリに関しては、多数のメーカーがハードを製造し、

徹底した品質へ

の拘り 

高利鞘を確保可

能なエコシステム

を構築 

ハードからソフト、

コンテンツまでを

提供する垂直統

合型プラットフォ

ーム 
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OS を自由に改変できる体制となっている Android 陣営がいわゆる「フラグメン

テーション」（多数の OS バージョン、多様なスペックのハードが混在するため

にアプリ開発業者に対する負担が重い状態）を発生させてしまっているのに

対し、Appleは「少数機種・少 OSバージョン」の状態を維持して開発業者に対

する負荷が相対的に少ない環境を構築して市場を活性化させた上で、検閲

を通過させたコンテンツの販売に際してはコンテンツ提供者から売上代金の

一部を徴収している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

このように、当社はハード・ソフトの両面で徹底した商品品質の追求、殊に  

ユーザー体験品質への強い拘りを持って消費者からの支持を獲得し、多くの   

プレーヤーがエコシステムに参加したくなる状態を構築する一方、OS の   

非提供やアプリの検閲を堅持する等、極めて高度なバランス感覚に基づいた      

「半オープン・半クローズ型」の垂直統合モデルを運営し、エコシステム内の 

利益を自社に集中させる体制を構築する事でプラットフォーマーとして大きな

影響力を持ち続けている。 

 

IBM（International Business Machines）は、タビュレーティング・マシーン・カンパ

ニー（1896年設立）、コンピューティング・スケール・カンパニー（1901年設立）、

インターナショナル・タイム・レコーディング・カンパニー（1900 年設立）の 3社が

1911 年に合併、設立されたコンピューティング・タビュレーティング・レコーディ

ング・カンパニーに端を発する。1914 年、T.J.ワトソン・シニアが初代社長に就任

し、1924年には、IBMへと社名を変更した。2013年 12月期の売上高は 998億

ドル（10.3 兆円＜2014 年 3 月末 TTM102.9 円で換算＞）、純利益 165 億ドル

（1.7兆円、同左レート）、2014年 3月末時点の時価総額 1,948億ドル（20兆円、

同左レート）を誇る IT企業である。 

1963 年に CPU の回路に従来のトランジスタに代わり IC を採用した IBM 

System/360 の販売を開始し、メインフレーム市場での圧倒的なシェアの確保に

より成功を収めるも、1990年代初頭に起きたメインフレームから UNIX、PCへの

ダウンサイジング、クローズドからオープンへのパラダイムシフトにより、1992 年

度に約 50 億ドルもの損失を計上することとなった。この経営危機に際し、1993

⑥IBM 

【図表８】 Apple の事業領域 
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年に CEO に就任したルイス・ガースナー（マッキンゼー出身、アメックス元 CEO、

RJR ナビスコ元会長兼 CEO）による経営改革により、自社メインフレームを軸と

した垂直統合型ビジネスモデルからソフトウエア・サービス事業へと注力領域の

転換が進められた。 

現在の IBMの事業領域は、【図表 9】の通り、ITサービス（コンサルティング、シ

ステムインテグレーション、IT アウトソーシング、ビジネス・プロセス・アウトソーシ

ング、保守サービス）、ソフトウエア、ハードウエア、ファイナンスであるが、脱ハ

ード化、ソフトウエア・サービス事業強化の進展とともに利益率の向上を実現し

ている。なお、2013 年度の税引前利益の構成は、ソフトウエア事業 47%、サー

ビス事業 43%、ファイナンシング事業 9%、ハードウエア事業は赤字となってい

る（【図表 10】）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）当社 IR資料等よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

【図表１０】 IBM の税引前利益構成比推移 
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IBMの特徴の一つに先見的なビジョンをベースとした新たな市場の創出および

形成が挙げられる。例として、1997 年に発表したコーポレートビジョン

「e-business」では、インターネットおよび関連技術を活用した商品・サービス提

供、ビジネス・プロセスの革新を提唱し、世界に大々的に発信しているが、イン

ターネットの黎明期であった当時において、多くの企業に対してインターネット

利活用の多大なる可能性に気付きを与えたことであろう。結果として、当該ビジ

ョンに啓蒙された多くの企業に対して、IBM 製サーバー等のハードウエア、ミド

ルウエアの導入（他社製サーバーへの導入含む）、保守サービス、ファイナンス

等の提供を実現している。このように、e-business、Smarter Planet（2008 年）等、

世の中の IT 化の潮流を捉えた先見的かつ革新的なコーポレートビジョンを業

界に先駆けてオープンかつグローバルに発信し、顧客、パートナーと ICT 利活

用の世界観を共有、啓蒙することにより、自らの描く新たな市場の創出および

形成を実現しているという点において、当社はプラットフォーマーと言えよう。 

この鍵となる先見的なビジョンは、リサーチ部門の研究・調査および外部の有識

者の意見を取り入れた先見的な視点と体系的アプローチにより生み出されてい

る。具体的には、「技術」、「市場」、「社会動向」の把握、将来予測に関して、そ

れぞれ GTO（Global Technology Outlook）、GIO（Global Innovation Outlook）、

GMV（Global Market View）と称する取組をもとに、中長期的ビジョンおよび戦

略策定が実施されている（【図表 11】）。 

なお、IBM のリサーチ部門は、米国 T.J.ワトソン研究所を本拠地とし、世界 8 カ

所の基礎研究所、約 3 千人の研究員を擁し、革新的な技術研究、調査を実施

するとともに、発明、特許取得の中心的役割を担っている。これまでに 5 名のノ

ーベル賞受賞者を輩出するとともに、1993年から 21年連続で最多件数の米国

特許を取得するなど、世界最高水準の研究機関であり、IBM の競争力の源泉

とも言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）当社ホームページ等公開情報よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

Johnson Controlsは1885年にサーモスタットの発明から始まった企業であるが、

エネルギーマネジメントサービスに着目し、オートメーションをコア技術としてビ

ル向けソリューションで事業を拡大させてきた。2013 年 9 月期の売上高 427 億

ドル（4.4 兆円＜2014 年 3 月末 TTM102.9 円で換算＞）、時価総額は 2014 年

【図表１１】 IBM の GTO、GMV、GIO の取組 
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3月末時点で 314億ドル（3.2兆円、同左レート）の規模である。 

Johnson Controlsは米国ビルマネジメントで約 2割のシェアを有する事業者で、

日本やアジア等、世界的にもプレゼンスを有している。Johnson Controlsの事業

は空調や照明等さまざまなビルのアイテムの制御システムを統合してビル全体

をマネジメントするものであり、事業モデルそのものがプラットフォーマーの様相

を呈している。その一方で、Johnson Contorolsは、2005年に大手空調メーカー

York を買収し、ビル全体のマネジメントを担うサービス事業者でありながら、空

調機器を自社に取り込んだ。更に、日立製作所の空調事業への出資も予定さ

れている。ビルの中でもエネルギー消費量が大きな空調機器を取り込むことで、

マネジメント事業を技術的に強化することが狙いとして想定される。但し、ビル

マネジメント事業においては必ずしも自社の空調機器に拘らず、オープン化し

た通信プロトコルを介して他の空調メーカーとの関係性も維持することで、ビル

マネジメント事業での顧客を失うことなくプラットフォーマーとしての地位を維持

している。それを可能とする背景には、ゼネラルコントラクターとの長年にわたる

強固なリレーションがあり、他の空調メーカーも Johnson Controls との関係性を

維持せざるを得ないという実態があると考えられる。空調メーカーに対して優位

なポジションを構築していることが指摘できる。 

 

 

 

 

 

 

 

                 （出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

GE（General Electric Company）は 1879年創業の世界最大のコングロマリッド企

業であり、ダウ工業株 30 種平均の算出以降、継続して構成銘柄に残っている

唯一の企業である。2013 年 12 月期の売上高 1,460 億ドル（15 兆円＜2014 年

3月末 TTM102.9円で換算＞）、時価総額は 2014年 3月末時点で 2,596億ド

ル（26.7 兆円、同左レート）の大企業である。事業内容としては、航空（218 億ド

ル）、エネルギー（492 億ドル）、ヘルスケア（182 億ドル）で売上の 9 割近くを占

め（GEキャピタルを除く）、それぞれの分野でプラットフォーマーとしての存在感

を示している。 

航空機エンジンでは、リスク分散の目的で開発段階から国を跨いだ国際共同

開発が行われているが、GE はエンジン開発のプラットフォーマーとして、開発

プログラム全体の取り纏めや工程管理といった役割を果たしている。GEが当該

プラットフォーマー的立場に立つことができる背景には、GE は技術的に世界で

数社しか手掛けることができない高圧タービン、燃焼器といったコア部品を製造

⑧GE 
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【図表１２】 Johnson Controls の事業領域 
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していることが挙げられる。他の部品メーカーの追随を許さない技術力を有する

ことで、開発エコシステムの中で優位なポジションに位置することが可能となっ

ていると言える。一方、GE は社内にファイナンス機能を有して航空機リース事

業を展開しており、航空機エンジンメーカーでありながら、世界最大の航空機

の保有者となっている。航空機のオーナーはエンジンの決定権を持つため、自

社保有航空機に GE のエンジンを指定することが可能となる。つまり、航空機メ

ーカーから見れば、コア部品を製造できる数少ないプレーヤーであり、リスクの

高いエンジン開発プログラムの取り纏め役、かつ最大の航空機購入者であるた

め、単純なサプライヤーとしてではなく、相当の発言力を持つパートナーと位置

づけられる。従って、他の部品メーカーにとっても、GE と協業する、即ち GE の

提供するプラットフォーム上でビジネスを展開することは、リスクの低減や事業

機会の拡大の点においてメリットがあるものと考えられる（【図表 13】）。（詳細は

「Ⅱ-2-1 GEジェットエンジン事業にみるイノベーション戦略」参照） 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

エネルギー事業では、ガスタービンコンバインドサイクル向け大型ガスタービン

で世界シェア約 5割という圧倒的な規模を誇っている。燃焼温度千数百度に上

るガスタービンは、翼に耐熱素材が多用されており、定期的なメンテナンスに際

する部品交換が事業としては旨味が大きい。GEは競争が激化する他の機器や、

手間暇を要する発電所全体の設計業務にはあまり注力せずに他社に任せ、旨

味の大きいガスタービン販売とメンテナンス事業に集中してきた。その結果、世

界で圧倒的なシェアを確保するに至ったと言えるが、GE と協業する他社にとっ

ても、高度な技術を要するガスタービンを手掛けるメーカーが限られる中で、世

界最大のガスタービンメーカーである GE と組むことは、事業機会を得る意味で

メリットが大きい。Win-Win の関係性を確保しながら自社のコア領域を維持し、

成長を実現してきた事業であると言える（【図表 14】）。（詳細は「Ⅱ-2-2 GE重電

事業にみるイノベーション戦略」参照） 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

【図表１３】 GE における航空機エンジンの事業領域 

 

【図表１４】 GE におけるガスコンバインドサイクル事業の事業領域 
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ヘルスケアの事業については、他の 2 事業とは様相が異なる。ヘルスケア業界

における中心的存在は、あくまでも医師・病院もしくは FDA
1等である。GE は医

療機器メーカーとして、FDA や米学会、病院／医師、もしくは部材メーカー等

と連携し、クラスターを形成している。米医学会が世界の医学会を牽引している

ため、このクラスターは、世界中の医師を引き付け、海外からの医師を受け入れ

ることで、米国流の医療を海外市場において拡大させている。GE は、これらの

医学会を中心としたクラスターに参画することで、最先端の米医療を求めてくる

世界中の医師に対して自社の機器を刷り込み、結果として世界中の病院に対

して自社の機器を拡大させていくことを実現している（【図表 15】）。 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

このように、GEはそれぞれの事業において、ハード（機器）とソフト（サービス）を

最適に組み合わせることで、各エコシステムの中で最もベネフィットを受けられ

るポジションに身を置くことに成功していると言える。また、GE は、例えば他企

業との協業によるオープン・イノベーションに向け、ジャパン・テクノロジー・イニ

シアチブといった活動により、日本企業との各事業部門の技術者による定例会

開催、日本企業との技術マッチング・イベントの開催、ウェブサイトでの技術協

業公募を行うなど、他企業との交流や提携を積極的に推進している。自社がベ

ネフィットを得られるポジションを確保するだけではなく、パートナー企業に対し

ても GE と連携することでベネフィットが得られるようなメリットを提供していること

も、GEをプラットフォーマーたらしめている要因として挙げられる。 

GE はこれまでに挙げた他のプラットフォーマーと比べると業歴がはるかに長い。

戦後、GE は多角化／分権化を目指したが、1970 年代にはポートフォリオマネ

ジメントが重視され、事業を大胆に入れ替えてきた。以後、手放した事業は半

導体事業、航空宇宙事業、プラスチック事業、メディア事業と多岐に亘る。この

ように、時代の流れの中で幾たびもの戦略の修正を実施しながら、プラットフォ

ーマーとしての地位を保ち続けている。 

 

２．テクノロジープラットフォーム事業者によるプラットフォーム構築プロセスの一般化 

ここからは、これまでに挙げてきたテクノロジー産業における代表的なプラット

フォーマー達が、いかにしてその地位を築いてきたかを整理することにより、

プラットフォーム構築のメカニズムを一般化していく。 

                                                        
1 FDA ： Food and Drug Administration （アメリカ食品医薬品局） 

【図表１５】 GE におけるヘルスケア事業の事業モデル 
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ここで、プラットフォーム構築に至るまでのプロセスを、初期の「着眼・構築」、

プラットフォームの「育成」、ひとたび構築したプラットフォームを維持するため

の「防御」、そして時代の変遷に従って次なるプラットフォーム構築に向けた転

換を行う「修正」に分けて類型化した。その上で、各社のプラットフォーム構築

のドライブとなった特徴的な戦略を、【図表 16】に示す 7つの具体的アクション

に整理した。 

以下 7つのアクションについて、事例を交えて述べることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （出所）みずほ銀行産業調査部作成 

【図表１６】 プラットフォームの構築メカニズム 

着眼・構築 育成 防御 修正

Google

①世界中の情報を整理し、世
界中の人々がアクセスできて
使えるようにすること
③インテリジェンス：独自検索ア
ルゴリズム開発

④関係構築：無料OS ⑥知財：Motorola Mobility買収

Facebook

①ビジョン：世界をよりオープン
で繋がったものにする
③インテリジェンス：Friendster
の失敗に学ぶ

④関係構築：ゲームアプリ事業
者Zynga

⑥知財：Friendster買収

Amazon.com
②着想/開発：ネット普及以前
からECに着目

⑤投資家訴求：赤字の時期に
おける資金調達に成功

⑥知財：ワンクリック技術の特
許取得

Apple
③インテリジェンス：HDD搭載
iPod、マルチスクリーン

④関係構築：iOS上のGoogle
サービス提供を許容

⑥知財：Samsungとの知財訴訟

Intel(Wintel)
②着想/開発：酸化物半導体に
よりメモリを低価格量産する可
能性を予見

④関係構築：EMS事業者サ
ポート

⑥知財：コア技術のクローズ化

⑦修正：メモリでは投資競争が
厳しいと判断し、差別化を行い
やすいプロセッサを核にした半
導体事業に転換

GE
①ビジョン：電気によるよりよい
社会の創造

④関係構築：航空機エンジン国
際共同開発

⑥知財：コア技術のクローズ化
⑦修正：事業ポートフォリオの
入れ替え

JCI
②着想/開発：ビルのエネル
ギー効率に着目

④関係構築：ビルマネジメント
のプロトコルオープン化

⑥知財：米国政府認定のESCO
事業者に認定

⑦修正：買収により空調機器事
業を取り込み

IBM

①ビジョン：e-business
②着想/開発：先見的な視点と
体系的アプローチによる中長期
戦略策定

④関係構築：パートナーへの技
術・金融サポート

⑥知財：ビジネス活動の自由の
確保（"Freedom of Action"）を
重視した知財戦略

⑦修正：ハードウェア事業から
の脱力

業歴が浅いた

め、いまだビジョ

ンの修正には

至っていない

（A）着眼・構築 （B）育成 （D）修正

① ビジョン： 壮大であり
ながら、方向性のある
ビジョンの策定する。関
係者からの共感を得
て、巻き込む

② 着想：開発： 顧客の
顕現化したニーズより
も「潜在的なニーズ」を
捉え、「これまでにな
い」サービス・製品を着
想し、高度な「テクノロ
ジー」をベースに開発す
る

③ インテリジェンス：
類似サービス・他社製
品/サービスの研究を
行い失敗から学び、模
倣できるところは模倣

④ 関係構築： 自社の

プラットフォームを他社
と協業して育てる。他
方、自社のプラット
フォームを脅かす存在
は徹底的に排除

⑤ 投資家訴求： ビジョ
ンを継続的に訴求し、
投資家の信任を得る

その結果として、業界標
準化や寡占的ポジション
を発生させる

⑦ 修正： （業歴の長い
会社は）ビジョンを時代
の流れに合わせて「修
正」し、それに基づいた
サービス・製品開発を
行う

 トレンド先読みの
ための研究開発
組織の充実

 外部人材の登用
（トップマネジメン

ト、ミドルクラス両
方）

（C）防御

⑥ 知財： 知財戦略によ

り競合プラットフォーマ
から自社を防御
 他社の模倣から

防御
 M&Aにより重要な

特許を押さえる
 自社プラット

フォーム内の参加
者には知財をシェ
アし、擁護する

具
体
的
ア
ク
シ
ョ
ン
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「着眼・構築」のステップには、①ビジョン、②着想・開発、③インテリジェンスが

含まれるが、まず①のビジョンについて述べる。 

米国の有力プラットフォーマーは、明確なビジョンやコーポレートミッションを掲

げ、投資家、ビジネスパートナー、従業員など多様なステークホルダーと会社

が進むべき方向性を共有し、ビジョンを実現すべく果敢に突き進んでいる印

象を受ける。 

1）壮大ではあるが、2）進むべき方向性が明確なビジョンを掲げる企業は、1）

壮大であるがゆえにステークホルダーを惹きつける魅力をもち、2）進むべき

方向性が明確であるがゆえに、経営陣と従業員、そしてビジネスパートナー

が同じ方向を向いて新たなビジネスを着想し構築することができる。 

こういった優れたビジョンが策定される背景には、創業者や経営者の社会変

革に対する情熱や野望が直接的には存在するが、究極的には、そのような創

業者や経営者を輩出するマクロ的な背景として、独創性を育む教育制度・方

法やチャレンジを慫慂する社会的な土壌が存在していると思われる。 

このような理想的なビジョンを掲げている企業の代表例として Googleが挙げら

れる。Google は自社のミッションを「世の中の情報を整理し、世界中の人々が

アクセスできて使えるようにすること」と規定している。「世の中の情報を整理」

することを目指すという壮大な内容でありながらも、事業モデルを構築する上

で一定の方向感が感じられる絶妙に具体性を伴う内容となっている。Google

は創業来当該ミッションに基づき、前述の通り、個人の発するブログの情報を

収集するためにブログサービスの会社を買収したり、コミュニケーションの中身

の情報を収集するために Gmail という無料サービスを開始したり、最近ではア

フリカなどインターネットが十分に普及していない地域でもインターネットが使

えるようにし、そういった地域の情報を獲得すべくインフラの整備にも乗り出し

ている。 

また、老舗企業のGEや IBMも優れたビジョンを作成し、時代の変化に伴って

改変しており、この点については⑦修正の項目で後述する。 

Google のような、絶妙に具体性・抽象性がバランスされたビジョンを策定する

ことが、プラットフォーマーとしての第一歩となるのではなかろうか。 

 

時代を変えたプラットフォーマーの歴史を紐解くと、彼らは皆優れた「②着想・

開発」を行っていたことも浮かび上がってくる。「消費者の『潜在的』なニーズ

（Wants）」を捉え、「その時点のテクノロジーでギリギリ創出可能な範囲」で「こ

れまでにない」サービス・製品を産み出そうとした事が彼らの原点の一つにあ

る。ここでは Apple と Amazon.comの 2社を例示してみたい。 
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【Apple】 

PC の世界で Windows との競争に敗れ一時は破綻寸前に陥った Apple の  

業績を一変させるきっかけとなったのは 2001年に発売された iPodであった。 

iPod は当時の携帯型音楽プレーヤーに対してユーザーが抱えていた「CD  

プレーヤーは CD と共に持ち歩かなくてはいけないので不便」「フラッシュメモ

リ搭載プレーヤーは容量が小さいので多くの曲を持ち運べない」といった   

潜在的な不満に着目した大容量のハードディスク搭載型プレーヤーであった。

当時の技術の最先端を行く小型ハードディスクを使用したため当時の携帯型

音楽プレーヤーとしては高価な価格設定であったが、Napster といった P2P  

ソフトの普及による音楽のデータファイル化進展の時流にも乗り、「ポケットに

1,000曲を」のキャッチフレーズと共に大ヒットとなった。 

その後、当社は iPhone を投入してスマートフォンの在り方を一変させた。この

商品を産みだした際の当社の商品開発における着想や構想過程については

2007 年 1 月にスティーブ・ジョブス氏が商品発表会において述べた内容から  

垣間見ることができる。 

ジョブス氏は iPhone の発表会において当時のスマートフォンの主流となって

いたMotorola、Blackberry、Palm、Nokiaのキーボード一体型スマートフォンを

スクリーンに投影しつつ、以下の様な説明を述べている。 

「全てのソフトウエアやアプリケーションは本来、操作するために各々異なった

ユーザーインターフェースを必要としているはずだ。それなのに機体の下側

40%をプラスチック製のキーボードで固定してしまっては多種多様なソフトを

全て活かしきることはできない。我々は邪魔なキーボードを取り除くことでこ

れを解決した。」 

「操作にあたってはスタイラス（タッチペン）を使用することも考えた。しかし、   

あんな出し入れが面倒で無くしやすい物を喜ぶ消費者はいない。そうして 

産まれたのがマルチタッチスクリーンである。」 

「今のスマートフォンのもう一つの大きな問題はソフトウエアである。今の    

スマートフォンのソフトはできることへの制限が多すぎる。我々はその問題を 

解決するため、iPhoneには OS X（同社の PCであるMac向けの最新 OS）を

搭載させることにした。」 

このように、当社は「今ない物」「今存在する商品でできないこと、不便なこと」

に焦点を当てつつ消費者の潜在的ニーズを掘り起こす形でデジタル機器の

在り方に大きな革命を起こした。 

尚、iPhone におけるコア技術の一つとなったマルチタッチスクリーンや、当社

の最新商品群における入力インターフェースの一つとして重要性を      

増し続けている Siri（音声入力・識別機能）は同社の独自技術ではなく、買収

によって入手したものである。その時点における自社の技術限界を壁として 

捉えず、外部の最新テクノロジーを入手してでも消費者の期待に応えようと 

する柔軟かつ貪欲な姿勢も同社の商品が高く評価される結果に繋がっている

と言えよう。 

iPod は携帯型音

楽プレーヤーへ

の不満に着目 

iPhone は先行す

るスマートフォン

の限界に着目 

新たな技術を買

収により入手する

柔軟かつ貪欲な

姿勢 
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【Amazon.com】 

Amazon.com の着想である EC 事業は、「インターネットを介して小売事業（契

約や決済）を行う」というものであり、インターネットという新しいネットワークの登

場に際して登場するビジネスとしては決して奇抜な着想のものではない。実際

に、Amazon.com より先行する書籍のオンライン販売の事例として「Book 

Stacks Unlimited」の運営する「books.com」などが既に存在しており、当社も事

業開始にあたって参考にしたと言われている。 

しかしながら、当社は後に EC事業においてプラットフォーマーとしての地位を

確立した原点として、上記のような先行する事業者や、後に参入する多くの

EC 事業者とは大きく異なる着想を持っていたものと思われる。以下では長期

的視点と短期的視点の 2つの側面から当社の着想について考察したい。 

1）長期的視点 

Amazon.com が書籍の EC サイトを立ち上げた 1995 年当時、米国におけるイ

ンターネットの普及率は僅か 9.2%と極めて限定的であった。そのような中、当

社は後のインターネットの爆発的な普及を予想し、且つそれを前提に「将来的

にはインターネットであらゆるものが売買される世の中になる」という長期的な

着想のもと、EC事業を開始した。実際に当社が事業を開始した 5年後の2000

年には普及率 43.1％、更に 5年後の 2005年には 68.0％とインターネットの普

及は急速に進み、当社の売上高も 2000 年度の 27 億 6,200 万米ドルから、

2005 年度には 84 億 9,000 万米ドルと、この流れを追い風に爆発的な成長を

遂げた。また、収益的には苦しみながらも、長期に亘って粘り強く物流網を整

備し続けてきたことも、当社が長期的な視点での着想を当初から一貫して持

ち続けてきたことの証左と言えるだろう。 

既に述べたように当社の着想は決して奇抜なものではないが、長期的にはイ

ンターネットの普及が進むことを極めて早いフェーズで予見し、「将来的には

インターネットであらゆるものが売買される世の中になる」という着想に基づい

た事業モデルの組み立てを行っていたものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）世界銀行資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

【図表１７】 米国のインターネット普及率の推移 
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2）短期的視点 

Amazon.com が EC 事業に乗り出した当時、インターネットを介して「モノを買

う」ということについては、EC サイトのインターフェースの作り込みが不十分で

あったり、注文した商品が宅配されてくるまで非常に長い時間を要したりといっ

た様々な課題があり、利用者からするとその利便性をストレスなく享受できる状

況とは言い難い状況であった。そこで当社は、将来的には何でも買える

「everything store」を標榜しつつも、目の前の課題に対する現実的な解の一つ

として、商品に差異が無く、利用者が品質を心配せずに買い物が可能な「書

籍」を最初の取扱商品として選択したものと考えられる。 

また、「書籍」という商品は品数が多く、リアルの店舗では在庫保有に限界があ

るため、オンラインでしか実現できない店舗を自ずと作ることが可能であること

も選択の理由であったものと思われる。当社が着想として掲げる「everything 

store」を部分的ながらも早期に現実のものとし、利用者に対して品揃えの豊富

さという、オンラインならではのメリットを分かり易く示すための選択であったと

言えよう。 

「着眼・構築」のステップにおいてもう一つ着目に値するのは、プラット     

フォーマーと呼ばれる各企業は、必ずしも各市場における「先行者」では  

なかったという点である。 

前節の各社概要における記載の通り、Google は検索エンジンとして先行して

いたアルタビスタ等のサービスよりも優れた検索結果を返す技術力を生み  

出すことで競合に打ち勝った。そして、Facebook は、先行していた Friendster

がインフラ投資の遅れから自滅し、Myspace が音楽色の強さから使い勝手が

良くないためにユーザー離反を招いている寸隙をついてユーザーを拡大させ

た。 

Amazon.com は先行する EC サイトの物流が脆弱でユーザーの不満を買って

いることを見抜いた。Apple は先行していたフラッシュ搭載式の携帯音楽プレ

ーヤーの容量の小ささや、先行していた Blackberryや Palm等のスマートフォ

ンのプラスチック・キーボードが商品としての可能性を制約している点を突い

た。 

このようにプラットフォーマー各社は、先行する競合他社の商品・サービスを 

後発者として入念に分析し、その脆弱性や欠点を補う商品・サービスを提供

することで一気に市場シェアを拡大させた歴史を持っている。 

この戦略には、新商品・新サービスを市場に導入する際に必要となる消費者

に対する広告宣伝や啓蒙活動にかかる体力を先行者に負担させることで効

率的な市場参入を果たせたという側面もあったと言えよう。 

 

ビジョンを掲げて新たなビジネスモデルを開発した次に、プラットフォームの

「育成」の段階に入って行くことになる。如何に優れたプラットフォームであっ

ても、多くのプレーヤーが参加しないと、生まれてくる付加価値は限られ、収

益の生まれる事業の構築は成り立たない。プラットフォーマーは、多数の関係

者と共にプラットフォームが属する産業を育て、関係者にとっても自社プラット
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フォームへ参加することが事業機会に繋がるように取り組む必要が生じてくる。

このことから、プラットフォーム育成の段階では関係者との協業が多用される

のである。 

プラットフォーマーが周辺事業者との関係を構築する事で自らのプラットフォ

ームの育成・強化を行ってきた事例として、ここでは Intel、Apple、Google のケ

ースを例示する。 

 

【Intel】 

関係構築を上手く行うことで自社プラットフォームを強化してきた代表的な企

業として、PC 業界における Intel を挙げることができるだろう。当社プロセッサ

の性能向上に合わせて、MicrosoftがOSの機能を高めることで、PCユーザー

に対して魅力的な PC を提供できることとなり、互いのビジネスが互いにとって

のメリットを生む好循環を生んだ事例は有名である。Wintel モデルと呼ばれた

このモデルは、ソフトとハードで高い補完性があり、PC 市場拡大に大きく貢献

したものであるが、Intel の関係構築力が最も優れている点は、関連部材メー

カーを始めとした事業体力が劣るプラットフォーム参加者に対して支援できる

程にまで深く入り込んでいた点と考える（【図表 18】）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     （出所）みずほ銀行産業調査部作成 

前述の通り、Intel はプロセッサの高機能化に対応できない PC セットメーカー

に対して開発ツールやチップセットの提供を行ってきた。セットメーカーが自

社プロセッサの高機能化を実現した PC を生産してくれないと、PC マーケット

の魅力は薄れてしまい、Intelプラットフォームが育成されないからである。 

【図表１８】 Intel 関係構築モデル 
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同様の関係構築事例として、電子回路基板（マザーボード）や半導体メモリ

（DRAM）などの部材メーカーとの協業が挙げられる。 

マザーボードについては、多数のプロセッサに合わせて多数の規格に合った

製品を製造することが、マザーボードメーカーにとっては開発費の負担増加

に繋がる。1990 年頃になると、プロセッサの高機能化と共にマザーボードメー

カーの開発費負担が大きくなっていた。Intel は、停滞感の漂うマザーボード

産業を再び成長に向ける後押しを行うため、自らマザーボード事業を拡大さ

せ、自社プロセッサに即したマザーボードの大量生産に取り掛かった。そして、

自社規格のマザーボード市場が立ち上がった段階で、徐々に台湾企業への

OEM製造に移行させていく戦略を採ったのである。 

Intel の競争力の源泉はプロセッサ事業への集中と投資の大きさであり、周辺

事業へ経営資源を割くことは、自社の競争力低下を招きかねない。従って、マ

ザーボード市場立ち上げまでは自社が行うが、その後はマザーボードメーカ

ーによる市場拡大に期待したのである。Intel が規格作りを行ったことで、台湾

マザーボードメーカーは開発費の負担が軽減され、安心して Intel規格のマザ

ーボード製造に特化することが可能となったのである。その後、台湾のマザー

ボード産業の規模は約 8倍に拡大し、世界トップの産業に育っていく。Intelが

周辺事業まで深く噛みこみ、関連事業者とプラットフォームを強化したものとい

えるであろう。 

DRAM については、先端ファブを立ち上げるのに数千億円と言う巨額の資金

が必要とされる事業であることから、投資は慎重にならざるを得ない。投資判

断は、DRAM を消化できる製品があることと、その製品に適った規格になって

いることが重要である。IntelはDRAM メーカーが安心して設備投資に踏み切

れるよう、プロセッサと DRAM を繋ぐ規格作りに取り組んだ。1980 年代までの

DRAMは、ホストコンピュータ向けに長期間の製品保証ができる規格作りが優

先されていたが、Intel は Samsung と PC 向けで求められる処理速度を重視し

た規格作りに取り組んだ。その結果、Samsung は Intel のプロセッサに合った

DRAMへの投資を躊躇せず行うことができたのである。 

プラットフォーム育成の段階では、プラットフォーム参加者側が課題を抱えるケ

ースもある。このような際に、Intel は規格作りを、必要であれば自社が資金投

入までを行い、プラットフォーム参加者との関係を強化してきた。プラットフォ

ーム参加者の課題が解決されることで、周辺産業と共に PC マーケットは拡大

を続け、Intelプラットフォームは大きく成長することとなったのである。 

Intel の事例は、関係構築が如何に重要であるかを考える上での良い事例で

ある。当社ビジネスは、継続的な大規模投資により競争力の維持を図るモデ

ルであることから、本来は、本業以外への投資は避けるのが鉄則である。それ

でも Intelはマザーボードに資金を投じている。このことは、如何に自社単独で

プラットフォームの魅力を高めようとしても、プラットフォームを活用できる周辺

事業者がいないのであればそのプラットフォームは広がらないことを知悉した

Intel が、本業を活かすために周辺事業であるマザーボードに投資したものと

解することができる。プラットフォームが存在しないビジネスについても同様で

あろう。如何に技術を高めても、その技術を活用できるサプライチェーンが無

いのであれば、その技術は広がらないのである。 
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【Apple・Google】 

コンピューティングの領域においては、プラットフォーマーは自らのエコ    

システム内の関係者達との関係を確立させた上で更に、競合する他のプラット

フォーマー達との関係も巧妙に構築している。ここではAppleとGoogleの関係

を一例として考察する。 

まず両社の売上構造を比較すると、Apple は前述の通り、デジタル機器に   

加えてコンテンツビジネスも展開する垂直統合型のビジネスを展開している。

両ビジネスを対比させると、Appleはコンテンツビジネスは着実に成長している

ものの、未だ売上の 9 割以上はハードに依存している。一方、Google は広告

収入が売上の大宗を占めている。従って、Appleにとってはハードの売上を増

加させる事が重要であり、Google にとっては自社のサーバーを通過するデー

タが増加し、広告の精度を上げるのに寄与するアクションが有用となる。 

斯かる前提を念頭に置きつつ、コンピューティング領域における両社の競合

状態を俯瞰すると、PC領域においてはAppleのMacとGoogleのChromebook

が、タブレット・スマートフォン領域では Apple の iPhone・iPad と Google の

Android搭載商品とが競合する関係となっている。 

しかしながら、両社の各領域へのアプローチには大きな違いが見られる。

Appleにとってはハードの売上が根幹となっているため、iOSエコシステムを選

択するユーザー向けのハード売上を全て取り込むために OSの他社への提供

は行っていない。また、ハードメーカーが直接の競合相手となるため、ハード 

絡みの領域では競合相手との対決に乗り出している。世界中で Samsung と 

特許訴訟を展開していることがその一例と言える。 

一方、Google にとっては自らが中心となって開発している Chrome OS（PC  

向け）と Android OS（スマートフォン、タブレット向け）を搭載したハードの売上

が伸び、自社サーバーを通るデータ量が増加さえしてくれればハードを製造・ 

販売するのは誰でも良いという立場に立っている。従って Android OS は   

ハードメーカーが自由に改変できるようになっており、また自ら販売している  

スマートフォン・タブレットである Nexus はあくまで改変前の Android を見せる

ためのショーケース的商品としての色彩が強く、製造も中国系・韓国系    

メーカーに一任している。 

このアプローチの相違は両社が各々のエコシステムで提供しているサービス

の相互乗り入れ状況に表れている。典型的なのは iOS 上で多くの Google  

サービス（Gmail、Google Maps、Google Drive、Google+等）が自由に使える

点であろう。Apple にとっては Google のサービスが iOS 上で利用できる事は  

「ハードの利便性向上」に寄与し、ハードの売上増加に繋がる要因となる。 

一方、Googleにとっては、とあるユーザーがAndroid上で自社サービスを使用

しようが、iOS 上で利用しようが、その利用データが自社サーバーを通過する

事には変わりがない。むしろ iOS にもサービスを提供できる体制を構築した方

が、より多くのユーザーのデータを収集できる。そのため Google はあえて  

iOS向けアプリを開発し、AppleはApp Storeでそれを配布することを許容して

いるのだと推測される。 

それでは、その逆はどうであろうか。Apple のサービスである iCloud は iOS を

競合する他のプ

ラットフォーマーと

の関係も構築 
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搭載していない機器との連携性が非常に弱い。これは Apple が他陣営に  

サービスを開放していないからであるが、Apple にとっては他社が製造した 

ハードの利便性を向上させるメリットがないためであろう。 

尚、同様の構図は Apple と Amazon.comにも見られる。例えば、Appleの iPad

と Amazon.com の Kindle は競合関係にある。しかし、Amzon.com の本業は

EC を通した物販であり、Kindle はあくまでも EC を普及させるためのツールと

の位置づけにある。このため、両社の間には協調関係も存在している。例えば、

Amazonアプリはハードの利便性を向上させる存在として iOS上にて配布され

ており、一方で両社のニーズに合致する存在として Amazon.com 内には

Appleの公式ストアが存在する。 

このように、プラットフォーマーは競合する他社のプラットフォームをあえて 利

用することで自らのビジネスの主領域を増強する策も展開しているのである。 

 

前節で述べたように、プラットフォームが育成の段階において事業面で多数の

関係者による協業を必要とするのと同時に、資金面においては投資家に対し

て自らが属する市場の成長性や自らの競争優位性を説明し、資金の供給を

得ることが必要となる。特にこれまで実績が無く、企業体力も乏しい所謂ベン

チャー企業がプラットフォームとして成長していくためには、自らの描くビジョン

や着想について投資家（マーケット）に説明し、資金を得ることができるかどう

かが死活問題となる。ここでは、創業から営業利益ベースで黒字化するまで

実に 7 年もの時間を要した Amazon.com の事例について見ていくこととした

い。 

当社の事業戦略は、投資家からすると非常に「分かりにくい」ものが多い。例

えば価格戦略について、当社はマーケットシェアを押さえることを常に優先し

てきたため、イノベーターでありながらも自らが率先して価格競争を仕掛けて

きた。また、他の EC 企業に類を見ない物流網への多額の先行投資は常に当

社のバランスシートを圧迫し、赤字の要因となり続けた。しかしながら、当社は

自らのビジネスモデルの長期的な優位性についてステークホルダーへの訴求

を続け、結果として赤字の続く時期においても株式市場及び借入金による資

金調達に成功している（【図表 19】）。また時価総額についても、2002 年の IT

バブル崩壊前後を除いては右肩上がりのトレンドを維持しており、資本市場に

おいて投資家の信任を獲得してきたことが窺える（【図表 20】）。 
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（出所）【図表 19、20】とも、当社ホームページ等公開情報・ロイター社データよりみずほ銀行産業調査部作成 

当社の投資家訴求がこのように成功した要因としては、勿論ベゾスをはじめと

する経営陣の手腕に依るところも大きいと思われるが、特に当社については

「売上高成長率」や「市場シェア」などの一般的な経営指標だけでなく、「顧客

アカウント数」や「リピート率」など EC 企業ならではの成長指標を用い、自らの

将来性について効果的に訴求したことが功を奏したものと思われる。他方、マ

クロ的な背景として、米国投資家のリスク許容度の高さや、ベンチャー企業に

対する理解の深さなど、米国の成熟した投資環境については我が国としても

見習うべき部分があろう。 

但し、当社についても投資家（マーケット）との対話は常にポジティブな局面ば

かりではなかったことについては留意が必要である。2000 年前後にかけて、

米国市場においては赤字続きの EC 企業の将来性に対する懐疑的な見方が

拡がり、当社株価も 2000 年 1 月末に 64.56 ドルであったものが、同年末には

15.56 ドルまで下落した。この間、当社は「Drugstore.com」（市販薬、処方薬

ECサイト）、「Greenlight.com」（自動車 ECサイト）、「Living.com」（家具・インテ

リア EC サイト）、「Audible,Inc」（音声コンテンツ配信サイト）と立て続けに提携

を発表しているが、そのいずれも提携相手先の商品を当社の Web サイト上で

販売したり、あるいはプロモーションを行い、当社はその対価として手数料等

を受け取ったりするといったものであった。また、同じく 2000 年の 8 月には玩

具小売大手の「Toys"R"Us」との間でオンラインショップの共同運営契約を結

んでいる。 

これらの提携は自社で在庫リスクを抱えることなく、自らのプラットフォームの集

客力を収入に変える、言わば「手数料ビジネス」であり、その狙いは自社に対

する市場の懐疑的な見方を払拭するために、ひとまず短期的な収益性の向

上を図ったものであると思われる。 

これは、従来自社販売を基本としてきた当社にとっては戦略の転換と言えるも

のだが、同時に圧倒的なプラットフォーム集客力を持つ当社だからこそ可能な

転換であったとも言うことができる。斯かる局面において採り得る戦略の選択

肢の幅が広く、投資家（マーケット）との対話の中で必要に応じて自らの戦略

を柔軟に変えていくということもプラットフォーマーの特徴の一つであると言え

よう。 

【図表２０】 Amazon.com の時価総額推移 【図表１９】 Amazon.com のキャッシュフローの推移 
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近年の Apple と Samsungの訴訟闘争に象徴されるように、「知財」はプラットフ

ォーマーがプラットフォーマーであり続けるための武器として戦略的に活用さ

れている。 

特許の取得数で見れば、日系企業は決して見劣りするものではない。2012年

の米国における特許取得ランキングでは、上位 10 社中 5 社が日系エレクトロ

ニクスメーカーである。自社の競争力を維持・強化するために重要なのは、特

許の取得のみではなく、それを活用した知財戦略であることは多く指摘されて

いる通りである。 

前述した通り、米国のプラットフォーマーは同業者を含めた複雑な関係構築

によりその地位を確立している。また、プロダクトが複雑化し、製品開発にさま

ざまな技術の融合が必要となる中では、すべての技術を自前で開発すること

は不可能であり、クロスライセンスが欠かせなくなっている。しかし、米国のプラ

ットフォーマーは、自社のコアとなる技術に関しては決してオープンにしない

点で共通している。例えば、Google であればウェブ検索のアルゴリズム、

Appleであればユーザーインターフェース技術などであり、自社がコアとするこ

れらの技術についてはクロスライセンスを徹底して回避している。その一方で、

オープン化可能な技術に関しては戦略的にクロスライセンスを用い、例えば

Intelが自社がプロセッサを設置するマザーボードの設計を台湾企業にオープ

ン化してプロセッサの販売を伸ばしたように、積極的に技術をオープン化する

ことで、新興国を含めた市場における自社技術の標準化に成功している。つ

まり、自社の技術のうちどの技術をオープンにし、どの技術をクローズにする

かが明確となっており、技術のオープン化により市場のすそ野を広げつつ、ク

ローズド技術を保持し続けることによりプラットフォーマーとしての地位を確固

たるものとしている。 

具体的な事例を見てみよう。Google が 2011 年に携帯電話メーカー大手

Motorola Mobilityを約 125億ドルにて買収した際、その戦略に関してさまざま

な憶測が流れたが、2014 年に同社の売却を発表したことにより、その買収の

狙いが明らかとなった。売却は中国のデバイスメーカーLenovo 社に対して約

29.1 億ドルにてなされたが、売却対象となったのは携帯電話の端末事業のみ

であり、Motorola Mobilityが保有している 24,000件に上る特許資産はGoogle

に残ることとなったのである。 

Googleはスマートフォン向けOSであるAndroidを開発し携帯電話メーカーに

対して提供しているものの、自社で携帯電話を製造していないため、Motorola

の携帯電話に関する特許を直接自社事業に活用できるわけではない。にもか

かわらず多額の資金を投じて携帯電話に関する特許を獲得した背景には、

Google が携帯電話エコシステムのプラットフォーマーとしての地位を守り維持

し続けるための武器として特許を活用するとの意図があると推察される。 

たとえ自社事業に直接関係ないものであっても、特許を多く保有することで、

和解やクロスライセンスの余地を広げることができ、種々の交渉を有利に進め

ることが可能となる。Google はこの効用を、自社のみならず Android エコシス

テム全体を防衛することにも活用している。Android陣営に属する Samsungや

台湾の携帯電話メーカーHTC に対し、Google は訴訟支援を惜しまないが、

Google が保有する携帯電話に関する特許ポートフォリオがその際の武器とな
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る。Android 陣営に入ることは、即ち Google の豊富な特許ポートフォリオの傘

に守られることを意味するため、携帯電話メーカーが晒される特許訴訟リスク

は大きく低減され、安心感が醸成されている。結果的に Android エコシステム

の強化に繋がることになる。 

知財を強力な武器として事業戦略に直接的に活かしていく米国プラットフォー

マー達の発想は、技術先駆者である日系企業がビジネスでも勝者となるため

に見倣うべき点であろう。他方で、米国経営者の知財への感度が高い背景と

して、米国が世界に先駆けてソフトウエアやビジネスモデルに関する特許を制

度化したことに見られるように、米国政府が自国産業を育成・保護していくた

めに、知財政策を戦略的に用いていることも指摘できる。日本もこれに続いて

導入されたものの、このような戦略的な制度設計が米国の後追いになってい

る点は否めない。 

また、知財戦略とは異なるが、自社プラットフォームの防衛戦略として M&Aを

活用することも重要であろう。Facebookは現在、全世界で日次で7.6億人が利

用しているメッセージサービスを提供する WhatsApp を 190 億ドルで買収した。

WhatsAppのメッセージサービスは Facebookが提供する SNSサービスとは異

なるものの、米国若年層のコミュニケーションツールとして拡大している。当該

買収は、WhatsApp の機能や技術を取り込む買収というよりは、将来的に

Facebookのプラットフォーマーとしての地位を脅かす可能性を排除する、いわ

ば防御の色彩が強いものであったと推察される。 

過去に成功を収めた企業あるいはビジネスモデルが、時代の変遷とともに、

技術革新などの環境変化より、その競争優位性が失われ、衰退に至るケース

は多分に見受けられる。こうした市場構造の変化に対応できない企業が市場

から淘汰される一方、ビジネスモデル、注力事業領域の「修正」、事業ポートフ

ォリオの入れ替えにより、長きにわたりグローバルトップ企業として君臨する

IBM、GEのようなゴーイング・コンサーンも存在する。 

IBMは、前述の通り、自社の研究部門および外部意見を取り入れた体系的ア

プローチによる中長期的な視点に基づき、「ビジョン」を時代の流れに合わせ

て「修正」し、それに基づいた製品・サービス開発および事業ポートフォリオの

入替を実施している。例として、1997 年に発表したコーポレートビジョン

「e-business」では、インターネットを活用したビジネスモデルを先駆的に提唱し、

2008年の「Smarter Planet」では、社会インフラと ITの技術の融合により、人類

が直面しているさまざまな課題を解決し、より豊かな世界を実現することを提

唱している。 

このようなビジョンの変遷とともに、コモディティ化の進行するローエンドのハー

ドウエアビジネスからの脱力と、ソフトウエア、サービス領域の強化のため、

M&Aを活用し、事業ポートフォリオを転換している。IBMの5大ソフトウエアブ

ランドのうち、Lotus（1995 年）、Tivoli（1996 年）、Rational（2003 年）の 3 つは

買収により獲得したものであるほか、コンサルティング企業の PwCC（2002 年）、

BI（Business Intelligence）ツールの Cognos（2007 年）、データ分析アプライア

ンスの Netezza（2010）、パブリッククラウドサービスの Softlayer（2013年）などを

大型買収により獲得している。他方、ネットワーク機器事業の Cisco への売却

（1999年）、HDD事業の日立への売却（2002年）、PC事業の Lenovoへの売
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却（2004）、x86 サーバー事業の Lenovo への売却（2014 年予定）等、多数の

ハードウエア事業を売却している。 

GE は、エジソンの発明した電球に端を発し、当初は電気による新たな社会創

造をコーポレートビジョンとして掲げていた。1900 年代に入ると、多角化／分

権化を推し進め、70年代にはポートフォリオマネジメントを導入した。現在では、

世界中で問題となっている環境問題や医療の問題といったことにフォーカス

を当て、EcomaginationやHealthymaginationといったコンセプトを大々的に対

外的に打ち出し、周辺企業や顧客を巻き込んで自らトレンドを生み出し、エコ

システムへの巻き込みを図っている。また、このように時代の変遷に合わせた

トレンドに適合すべく、事業の買収や売却を行い、ポートフォリオの入れ替え

を実施し、時代の変遷に合わせたビジョンの修正を行っている。 

 

【図表２１】 IBM、GE のコーポレートビジョンおよび事業ポートフォリオの変遷 

  IBM GE 

コーポレート
ビジョン変遷 

1997 年 e-business 
2002 年 e-business on demand 
2004 年 On Demand Business 
2006 年 innovation that matters 
2008 年 Smarter Planet 

1800 年～ 
電気による新たな社会創造  

1945 年～ 
多角化／分権化  

1970 年～ 
ポートフォリオマネジメント  

現在  
Ecomagination  
Healthymagination  
Sustainable Cities  
Industrial internet 

事業ポートフ
ォリオ変遷 
（売却案件） 

1999 年ネットワーク機器事業を米シスコへ売却 
2001 年半導体メモリ事業から撤退 
2002 年 HDD 事業を日立に売却 
2004 年 PC 事業を Lenovo に売却 
2007 年プロダクションプリンタ事業をリコーに売却 
2012 年 POS 事業を東芝テックに売却 
2014 年 x86 サーバー事業を Lenovo に売却（予定） 

1980 年代 
セントラルエアコン、小型家電売却 
ユタ・インターナショナル売却 
トムソン社とテレビ事業と医療システム事業を
トレード 
半導体事業をハリス社に売却 

1990 年代 
航空宇宙事業を売却 

2000 年代 
プラスチック事業売却 
風力発電事業買収 
メディア事業売却 

    （出所）当社ホームページ等よりみずほ銀行産業調査部作成 

３．日系テクノロジー事業者へのインプリケーション  

本節においては、日系テクノロジー事業者向けのアクションプランに関するイ

ンプリケーションを論じる。第 1節では、米系有力テクノロジープラットフォーマ

ーの概要とビジネスモデルを整理した。続く、第 2 節においては、これらの主

要なプラットフォーマーを俯瞰的に観察し、プラットフォーム構築のプロセスの

要素を抽出し分析した。そして、本節においては、これらの前節の内容を踏ま

え、日系テクノロジー事業者向けのアクションプランの導出を試みたい。 

【図表 22】に示す通り、アクションプランの方向性は、新たなプラットフォームを

構築するか（【方向性（1）】）、それとも、米系を含む有力プラットフォーマーの

築いた既存のプラットフォームを前提としたビジネスモデルを構築するか（【方

向性（2）】）により、二分される。 
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遷に合わせたビ

ジョンの修正を実

施 
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（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

前者（【方向性（1）】）の場合、第 2 節で整理したプラットフォーム構築のメカニ

ズムに沿って、（A）着眼・構築、（B）育成、（C）防御、（D）修正のプロセスを経

て事業者レベルでプラットフォームを構築することになる。新規事業の立ち上

げやベンチャー企業の場合、（A）～（C）のプロセスを実践していくことになろう

が、業歴を経た老舗事業者の場合、事業の方向性を見直す中で必要に応じ、

（D）修正を経て、新たなビジョンの方向性を模索したうえで、（A）～（C）のプロ

セスを実践すべきであろう。 

新たなプラットフォームを構築するにあたっては、「着想・開発」が最初の肝と

なる。冒頭に述べた通り、テクノロジー産業は時代の変遷に従い、新たなプラ

ットフォーマーが次々と勃興している（【図表 1】）。次世代のプラットフォーマー

を築くための「着想・開発」を行うに当たっては、例えば「アグリゲーション発

想」が参考になる。 

現在は、Google や Facebook、さらにメッセージングサービスの WhatsApp

（Facebookにより買収）や LINE（韓国Naver傘下）などの事業者がメガプラット

フォーマーとして君臨している。これらのメガプラットフォーマーが提供する機

能の一部を切り出して統合し新たなプラットフォームを構築し、既存のメガプラ

ットフォーマーの支配力減衰を図ることが、「着想・開発」の一つの着眼点とし

て考えられる。日系ベンチャー企業の中には、主要なプラットフォーマーが提

供する Facebook Messenger や Google の Gmail などのメッセージングサービ

スと接続し、現在メガプラットフォーマー毎に分断されているメッセージングサ

ービスを統合し、利便性の高い形態でユーザーに提供するサービスを提供し

ているものもある。他社との接続が前提のビジネスモデルであり、事業基盤が

大きくなるにつれ既存のメガプラットフォーマーに目をつけられるようになると

接続を切られる恐れも高まる等、ビジネス基盤に危うさはあるものの、次世代

【図表２２】 アクションプランの類型 

アグリゲーション

発想 

新たなプラッ
トフォームを
構築するか

【方向性（1）】
「新たな」プラットフォーム

を構築
≪王道≫

【方向性（2）】
「既存の」プラットフォーム

を前提

YES

NO

（A）着眼・構築 （B）育成 （D）修正（C）防御

（2-a）Copy Cat戦略

（2-b）Top Follower戦略

 米国有力企業のプラットフォー
マーの戦略をコピー

 日本国内への進出までの時間差
（文化・言語の壁が障壁）を生かし
て、国内で有利なポジションを築く

 既存のプラットフォーマーのエコシ
ステム（生態系）の中で、

（α ）テクノロジーやコンテンツ・ア
プリの優位性、

（β ）ラインアップの充実度

（γ ）規模感 等

を訴求しエコシステム内で優位な
ポジションを築く

マクロ施策

（政府）

ミクロ施策

（事業者）

＜プラットフォームの構築メカニズム＞

新たなプラットフ

ォーム構築 
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のプラットフォーマーとしての成長を期待したい。 

また、多様なニュースメディアをソーシャルメディアと接続することでパーソナラ

イズされたニュースを発信するいわゆる「ニュースキュレーションサービス」分

野でも SmartNews などのサービスが日本においても立ち上がってきつつある

が、上記メッセージングサービスの統合を行うサービスと同様に既存のプラット

フォーマーを束ねて次世代のプラットフォームとなりうる可能性のある業態とし

て着目したい。 

次に日系セットメーカーや部材メーカーが関連事業者との関係構築を行うこと

で、技術を基にしたプラットフォームビジネスを作り上げる可能性を探りたい。 

プラットフォームを構築する中で関係構築力が重要であることは以上で述べて

きたが、関係構築こそが日系テクノロジー事業者の強みを発揮できる可能性

の高い領域の一つである。なぜならば、エレクトロニクス産業において、テレビ

や携帯電話など個別製品が市場を立ち上げる際には、日系テクノロジー事業

者の技術は優位性を有していることが多く、その段階で技術をオープン化しさ

えすれば、仲間になりたい参加者は多い筈だからである。勿論、多くの日系テ

クノロジー事業者がそうであるように、自社技術を自社製品の差別化に繋げる

手段とすることも重要な戦略である。しかし、いずれは米国プラットフォーマー

をはじめとした規模に勝る海外メーカーとの競争が激しくなっていくのであれ

ば、最終製品は技術を高める場と捉え直し、そこで生まれる技術で仲間作りを

行い、プラットフォーム化して収益を上げる戦略を描くこともできるのではない

だろうか。 

例えばソニーについては、自社も特許権者となっているブルーレイを自社ゲ

ーム機の光ドライブに採用し、大容量化に対応することで自社製品の差別化

を行ってきた。競合メーカーのMicrosoftについては、DVDを光ドライブとして

利用してきたが、その後は容量の少ない DVD ではゲーム機の大容量化に対

応できなくなり、ブルーレイを採用することになった。その結果、ソニーは

Microsoftから特許料を得ることになった。 

競合他社が採用する程の技術であれば、早くからブルーレイの搭載を働きか

けることで、ブルーレイ搭載のゲーム機市場を拡大させ、ブルーレイから上が

る特許料を収益源とするビジネスモデルも描けるのではないだろうか。勿論、

エレクトロニクス業界において比較的小さな市場であるゲーム機市場では特

定の技術から生じる特許料には限界がある、もしくは競合先の採用する技術

を進んで取り入れてはくれない等々の課題もあるかもしれないが、日系テクノ

ロジー事業者が有する技術は、その活用の如何によっては関係者を呼び込

む手段として有効に機能し、プラットフォームを構築する可能性を秘めている

といえよう。 

技術をオープンにして関係者を取り込む戦略を実際に進めていると考えられ

る日系テクノロジー事業者として、ペンタブレットで世界シェアトップのワコムが

挙げられる。 

ワコムは主にデザイナー等が利用するペンタブレットを主力製品とし、滑らか

な書き心地を実現するタッチペンの技術で自社製品の差別化を行ってきた。

モバイル機器の普及と共に、自社製品以外でも、Samsungの GALAXY Note

技術をもとにした

プラットフォーム

構築 
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に代表されるような電子機器で当社タッチペン採用が進み、当社は技術をオ

ープン化する戦略、つまり関係構築を行うことでペンタブレットの以外の市場

を取り込む戦略を採ることになった。2014年 3月に当社技術を多くのOS上で

活用できるよう、開発ツールを無償で配布するとの報道がなされている。ワコ

ムの主力製品であるペンタブレットは約 400 億円の市場規模である。一方、タ

ブレット、携帯電話、パソコンといった電子機器の市場規模は 50兆円を超える。

ペンタブレットで培った技術をオープン化し、電子機器市場での普及に努め

ることは、技術を梃子に周辺事業者との関係構築を図ってプラットフォームを

構築するビジネスに繋がる戦略と言えるであろう。 

今後、技術を基盤とする関係構築力で新たなプラットフォーム構築に繋げる

可能性を秘めている事業として、パナソニックの介護ロボット事業が挙げられ

る。同社は 2014年 2月にロボット技術を応用した離床支援介護機器で安全性

に関する国際規格（ISO13482）を世界で初めて取得した。日本国内では介護

の担い手が減少する課題も顕在化しており、同技術を活用して自社製品の差

別化を行うこともできるところであるが、技術を介護市場の参加者に広く活用し

てもらい、プラットフォーム化することもできるであろう。 

これまで、新たなプラットフォームを築く方策について分析してきたが、以下で

は、新たなプラットフォームを構築するアプローチではなく、「既存」のプラット

フォームを前提とする戦略について類型化を行う。既存のプラットフォームを

前提として、これをコピーする方策（Copycat 戦略）と既存のメガプラットフォー

ムへの参加者としてその便益を享受する戦略（Top Follower戦略）が有効と思

われる。 

Copycat 戦略には、①サービスや製品の地理的・文化的・言語的な差による

伝播スピードに着目し、他の Copycat 事業者に先んじてコピーしたビジネスモ

デルをホームマーケットで展開するもの（Time Machine戦略）がある。例えば、

EC分野においては、1995年にサービスを開始したAmazon.comに遅れること

2年で楽天が日本でサービスを開始しており、SNS分野においても 2002年に

サービスを開始した Friendsterや 2003年にサービスを開始したMyspaceに続

き、日本では mixiが 2004 年にサービスをローンチしており、今でこそ往年の

勢いは失われているものの SNS 普及段階において日本国内で確固たる地位

を築いた（【図表 23】）。 

また、②既存のプラットフォームの派生系を作る戦略（Variation 戦略）がある。

様々な派生系の作り方が存在すると思われるが、例えば、カテゴリーを変える

（より狭いユーザーやシーンを想定し特化型のサービスを作ることが多い）戦

略（Category戦略）が市場においてはよく見られるところである。具体的な事例

としては、Friendster や Facebook が一般的な用途を想定し幅広いオーディエ

ンスを対象としたサービスであるのに対して、2010 年にサービスを開始した

Instragramは写真の共有にフォーカスしたものである。また、ビジネスシーンに

特化したものとしては、2003 年に開始した LinkedIn が存在する。日系勢の中

では、グルメ情報に特化した実名制の SNSである Rettyが 2011年にサービス

を開始しており月間ユニークユーザー数は 2014 年 2 月に 200 万に到達し

徐々に存在感を増しつつある。EC 分野においては、楽天が幅広い商材を扱

うのに対してスタートトゥデイの展開する Zozotown ではブランド品に的を絞り

ハイエンドなアパレルECとして認知されている。SNS分野では Facebookが繋

Copycat 戦略 

既存のプラットフ

ォームを前提とし

たビジネスモデル

の構築 
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がる友人の数を 5,000 名にしているのに対して Path は 2010 年に繋がる友人

の数を 150 名に限定しており、より親しい友人だけの精度の高いリアルグラフ

を作っているような派生系の作り方も参考になるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

次にプラットフォームを前提として、プラットフォーム内で優位なポジションを目

指す戦略（Top Follower戦略）を述べる。当該戦略の中には、プラットフォーマ

ーが構築した仕組みの中で、①関連事業者として提供するサービスや技術を

高め、徹底してプラットフォーマーに寄り添うことで共存していく戦略（Quality 

Supplier 戦略）、②プラットフォームに提供する商材を広げ、他の関連事業者

の付加価値を取り込んでいく戦略（Line Up 戦略）、③関連事業者間で纏まる

ことでプラットフォーマーへのバーゲニングパワーを強め、付加価値を拡大し

ていく戦略（Scale戦略）が考えられるであろう（【図表 24】）。 

Quality Supplier戦略は、航空機部品分野におけるGEのプラットフォームのよ

うに、ソフトからハードまでを、更にはサプライヤーとしてもユーザーとしてプラ

ットフォーマーが圧倒的な影響力を有しているような産業で有効であろう。自

社単独でも、また、関連事業者と連携してもプラットフォーマーとの対決は勝

算が少なく、プラットフォーマーの意向に沿わない変化を避けるべきだからで

ある。このようなプラットフォームでは、プラットフォーマーの満足度を高めるこ

とが最も重要になることから、事業規模の小さい事業者や、同業者の多い事

業者が、ニッチ部分で徹底的にプラットフォーマーニーズに応える戦略も効果

を期待できるであろう。 

Line Up戦略については、特定の部材等で優れた技術や高いシェアを有して

いる事業者が選択できる戦略となるであろう。プラットフォーマーから見ると、

自身で構築してきたプラットフォームで影響力を強めるような事業者の動きは

一定の水準で歯止めを効かせたいところであるが、プラットフォームの育成の

ために必要な事業者であれば、受け入れた方が合理的だからである。例えば、

【図表２３】 Copycat 戦略の類型 

Top Follower 戦

略 

Copycat
戦略

サービス・製品の伝播スピードに着目し、
他の模倣者に先んじてホームマーケット
（例： 日本、中国、韓国など）でビジネスモ
デルをコピー
≪Time Machine戦略≫

既存のプラットフォームの
「派生系」を作る
≪Variation戦略≫

カテゴリーを
変える

≪Category戦略≫

その他

【EC分野】 （米）Amazon.com（1995） ⇒ （日）楽天（1997）

【SNS分野】： （米）Friendster（2002）/（米）Myspace（2003）/

（米）Facebook（2004） ⇒ （日）mixi（2004）

【メッセンジャー分野】： （米）WhatsApp （2009）⇒ （日/韓）

LINE（2011）

【SNS分野】Friendster （一般、2002）
⇒ 写真 （米）Instagram（2010）
⇒ ビジネス （米）LinkedIn（2003）
⇒ グルメ （日）Retty（2010）

【EC分野】（日）楽天 （一般、1997）
⇒ ﾌｧｯｼｮﾝEC （日）Zozotown
（2004）

【ハード（スマホ）】（欧）ノキア（1996）
⇒（日）富士通らくらくスマホ
（2012）

【SNS分野】Facebook （2004、5000
名）～SNS疲れ
⇒ 米Path （2010、150名）
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村田製作所は、Apple、Samsung というプラットフォーマーが存在する中で、携

帯電話向け積層セラミックコンデンサで世界シェア 40%以上を有し、特に高価

格帯のスマートフォンでは更に高いシェアを誇る。当社はコンデンサ、SAW フ

ィルター等、自社が強みを持っている電源や信号に関わる部品を中心に、イ

ンダクタ、パワーアンプなど周辺領域を他社買収により強化して事業を拡大さ

せている。当社のような商品拡充戦略の他、モジュール化によって、自社技術

の機能を高めながら周辺事業を取り込んで行くビジネスモデルも考えられるで

あろう。 

最後に Scale 戦略について述べる。徹底してプラットフォーマーに寄り添うこと

でも事業環境が厳しい事業者や、商品拡充が難しい産業に属する事業者は、

同業者間で纏まることでプラットフォーマーへのバーゲニングパワーを高め、

プラットフォーマーから付加価値を奪い取る方向に向かわざるを得ないであろ

う。2012 年にソニー、東芝、日立の三社が中小型ディスプレイ事業を統合した

が、技術力を高めてコスト削減を行うだけでなく、スケールメリットにより競争環

境を改善させる効果をも期待して行われたものと思わる。但し、プラットフォー

マーとの対決姿勢を前面に押し出すと、プラットフォームから排除される危険

性も伴うため、Scale 戦略を徹底的に進めることができる事業者は、参入障壁

の高い装置産業や寡占化の進んだ産業に属する事業者に限られるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２４】 Top Follower 繁栄戦略の類型 

Top Follower
戦略

プラットフォーマーに提供する商材の
種類を増やす

≪Line Up戦略≫

規模を追求しプラットフォーマーに対
してバーゲニングパワーを発揮

≪Scale戦略≫

【航空機部品分野】 GEの航空機エンジンプラットフォーム上に
部品を提供するIHI

【SNS分野】 Facebook（プラットフォーマー）上のZynga（ソーシャ
ルゲームアプリ開発事業者）

【スマートフォン分野】アップル、サムソン（プラットフォーマー)
向けにデバイスを納入する村田製作所

高度なテクノロジーやクオリティの高
いコンテンツ・アプリをプラットフォー
マーに対して提供

≪Quality Supplier戦略≫

【スマートフォン分野】東芝、ソニー、日立が中小型ディ
スプレイ事業を統合し、ジャパンディスプレイを設立。
スマートデバイスメーカー（プラットフォーマー）に対
してバーゲニングパワーを獲得
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